
南アルプス市立学校の教育職員に関する

業務量管理・健康確保措置実施計画 

（案） 
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１．計画の趣旨、現状 

 

 

 

 

（１）計画の趣旨 

 

 

 
 
 
 
 
 
（２）本市（町・村）の現状 
 
○本市では、令和２年４月に、所管に属する学校の教育職員の在校等時間の上限に

関する方針として、「南アルプス市教育委員会が服務を監督する教育職員の業務量
の適切な管理等に関する規則」（以下「規則」という）を定め、教育職員の在校等
時間の管理及びその時間の縮減に取り組んできた。 

○取組の結果、本市における校種ごと教育職員の時間外在校等時間の年平均と月平
均の詳細内訳状況について、令和６年度は以下のとおりであった。 

 

〇 時間外在校等時間が８０時間を超える割合は少なく、年々減少傾向にある。 
〇 時間外在校等時間が４５時間以下の割合が半数を超え、年々増加傾向にある。 
〇 時間外在校等時間が４５時間～８０時間以下の割合が２７％（小学校）・３６％ 
（中学校）と依然として多くなっている。 
〇 こうしたことを踏まえ、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特
別措置法第８条に基づき本計画を策定するものである。 

 年平均 45時間以下 45～80時間以下 80時間以上 

小学校 34:48 ７２％ ２７％ １％（２人） 

中学校 38:34 ６２％ ３６％ ２％（４人） 

南アルプス市教育委員会では、教員の多忙化改善対策として平成２９年３月に山

梨県教育委員会が策定した「教員の多忙化改善に向けた取り組み方針」に基づき、

「南アルプス市教員の多忙化改善対策委員会」を設置し、教職員の多忙化改善に

取り組んできた。 

これまでの取組により一定の成果は現れているものの、依然として長時間勤務の

教員が多い状況が続いている。 

本市では「南アルプス市の未来を創る人づくり」を教育が目指す姿とし、第２次

南アルプス市教育振興プランを策定している。目標１に掲げる「生きる力を育む

学校教育の充実」を実現するためには、教員が心身共に健康であり、児童生徒と

向き合う時間を十分に確保しながら教育の質の向上を図っていく必要がある。ま

た、近年の教員採用選考検査志願倍率の低下や各学校において教員不足の現状が

続いていることから、教員の質の向上や人材確保という側面からも学校における

教員の働き方改革の一層の推進が必要不可欠である。 

 



２．目標 
 
○本計画において達成を目指す目標は以下のとおり。 
 

（１）時間外在校等時間の縮減                   

・令和８年度末までに時間外在校等時間が月８０時間を超える教育職員をゼロにする。 

・令和１１年度末までに、教育職員の月時間外在校等時間を平均３０時間に縮減する。 

・令和１１年度末までに、時間外在校等時間が月４５時間を超える教育職員をゼロに

する。 

 

（２）子供と向き合う時間の確保               

・令和１０年度末までに、「きずなの日」を年間２０回以上実施している学校の割合 

 を１００％にする。 

 

（３）部活動における教員の負担軽減 

・令和１０年度末までに、平日１日と土日どちらか１日を休養日としている部活動の 

顧問割合を１００％にする。 

 

（４）一人ひとりの主体的な取組の推進 

・令和１１年度末までに、自分事として働き方改革に取り組んでいる教職員の割合を 

１００％にする。 

 

（５）働きがいの向上 

・令和１１年度末までに、働きがい（充実感・満足感・意欲等）を感じている教職員 

の割合を１００％にする。 

 

 
３．計画の期間 
 
令和８年４月１日から令和１２年３月３１日までの４年間とする。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 



４．実施する業務量管理・健康確保措置の内容 
  ○本市では、本計画期間中の重点事項として、以下の内容に取り組む。 

※「学校と教師の業務の３分類」に関連する項目 
（１）勤務時間管理の徹底 

①勤務実態に基づく正確な勤務時間の把握 
・毎月、各学校長は全教育職員の勤務時間を把握し報告。市教育委員会は各学校 
 及び市全体の勤務実態をまとめ、毎月の校長会で周知及び指導助言を行う。 
②学校閉庁日の設定 
・以下の日を学校閉庁日とする。保護者等に文書で通知し、理解と協力を求める。 
（各学校の創立記念日・お盆休み期間・県民の日） 

③きずなの日の設定 
・部活動等の放課後活動を実施しない「きずなの日」を年２０回以上設定する。 

④定時退校日の設定 
・各学校において教職員の定時退校日を毎月２回以上設定する。 
 

（２）勤務時間・健康管理を意識した働き方の徹底 
①ストレスチェック診断の実施      
・対象教職員はストレス診断システムを利用し入力回答。結果判定後本人に通知。 
高ストレス者へは面接指導の推奨。申し出者へは市産業医の面接指導を実施。 

  ※対象は 4月 1日から 1年間勤務予定であり 1日の勤務時間が 7時間 30分以上 
のもの。再任用短時間、学力向上支援員、用務員、年度途中採用者等は対象外。 

②メンタルヘルス研修会の実施      
・市内小中学校全教職員を対象に希望者を募り、年に１回開催する。 
③電話音声ガイダンスの導入 
・勤務時間外の電話対応は音声ガイダンスとする。 

④欠席確認等のデジタル化 
・児童生徒の欠席等の連絡は校務支援システムを活用する。 

 
（３）民間ノウハウの活用・学校の自律自走支援 
①校内ワークショップの実施 
・働き方改革の学校の主体的な取組をサポートし、学校が自律・自走できるように 
 教育事務所と連携し、令和７年から９年の３年間で南アルプス市全小中学校に 
おいて実施する。 

②一人ひとりの教職員による働き方改革の見直し・意識改革への指導助言 
 ・各校の実践事例や先進的取組等の積極的な周知及び共有を図る。 
 
（４）校務の改善・効率化・明確化 

①南アルプス市多忙化改善対策委員会の設置 
・市教育委員会教育部長を委員長とし、教育委員会各課の課長及び市内校長会・教 
頭会及び事務職員の代表者で構成された多忙化改善対策委員会を設置し、年２ 
回の委員会を開催する。 

②会議、研修会の精選・効率化 
・市及び各学校において会議、研修会等の精選を図る。 



③オンライン会議等の推進       ※「学校と教師の業務の３分類⑧関係」 
・効率化や費用対効果等を考え、会議内容によってはオンライン実施を検討する。 
④小中学校への課題募集及び配布物等の募集方法及び配付方法の改善  

※「学校と教師の業務の３分類⑥関係」 
・課題募集は県の取組と連携し、市多忙化改善対策委員会として学校への負担軽 
減に係る依頼文書を関係諸機関へ発出する。 

  ・関係諸機関から各学校への配布物等は市教育委員会を経由させ、あらかじめ各 
学校クラス別に分けて配付する事で各学校の負担を軽減させる。 

⑤リモートワークシステムの導入    ※「学校と教師の業務の３分類⑧関係」 
・個々のワークライフバランスに合わせた働き方を支援する。 
⑥GIGA スクールでの業務削減の推進   ※「学校と教師の業務の３分類⑧関係」 
・南アルプス GIGAスクール推進委員会等において校務 DXの推進を図る。 

⑦中学校へのデジタル採点ソフトの導入 ※「学校と教師の業務の３分類⑯関係」 
・芦安中学校を除く市内６中学校に導入 

 ⑧外部人材の確保・活用      ※「学校と教師の業務の３分類⑤⑮⑯⑲関係」 
  （学力向上支援スタッフ・スクールカウンセラー（SC）・スクールソーシャルワ 

ーカー（SSW）・市顧問弁護士・市心理士・教育相談員・市文化財課主事等を活 
用した授業補助・市立美術館の学校サポート等） 

 
（５）部活動の地域展開・部活動指導の負担軽減 
①南アルプス市の中学校における部活動の方針（ガイドライン）の遵守 

 ※「学校と教師の業務の３分類⑬関係」 
 ・週当たり２日以上の休養日・平日に１日、土日のどちらかを休養日とする。 
   １日の活動時間は平日で２時間程度、休日は３時間程度とする。 
②部活動指導員及び外部指導者の積極的な活用 

※「学校と教師の業務の３分類⑬関係」 
・地域連携の充実を図りながら、部活動指導員及び外部指導者を適切に配置する。 

 
（６）PTA・地域・関係諸団体との連携 
①各学校における学校運営協議会の設置及び運営に係る伴走支援 

 ※「学校と教師の業務の１分類④関係」 
・令和８年度市内全中学校区に８協議会設置完了 
②コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進に係る伴走支援 

 ※「学校と教師の業務の３分類④関係」 
・学校教育課と生涯学習課が連携し、各学校における学校づくり及び地域づくり 
について指導・助言を行う。 

③学校応援団・コーディネーター及び教育サポーター等の活用に係る伴走支援 

 ※「学校と教師の業務の３分類①④関係」 
・地域人材等を活用し、地域全体で学校教育を支援する体制づくりを推進する。 
④スクールガードリーダー等の活用による登下校時の児童生徒の安全確保 

 ※「学校と教師の業務の３分類①関係」 
・地域人材等を活用し、日常的な登下校時の子ども見守り活動を推進する。 
 



（７）働き方改革により教職員の余白の時間を生み出し、子供主体の授業改善・効果 
的な教育活動を推進 

① チーム担任制の導入 
・各学校は年度当初にチーム担任制実施計画書を提出し、取組を行い、年度末に実 
施報告書を作成する。市教育委員会は各校の実施状況を把握し、取組への指導助 
言と各実践の周知を図る。 

 
５ 学校における措置の推進 
〇学校における以下の措置を推進することで、教育職員が担う業務の適正化を図る。 

 ・各学校の教育課程における年間総授業時数や週当たりの授業時数については、年 
度当初の計画段階で真に必要な時数となるよう設定する。特に標準授業時数を大 
幅に上回って（小４以上は年間で１０８６単位時間以上）編成されている場合は、 

指導体制に見合うものとなるよう見直す。 
 ・当初の狙いが形骸化し十分な効果が見込めない活動などの見直し、清掃時間・頻 

度の見直し、放課後の活動時間の勤務時間内での設定など、日課票の工夫を行う。 
 ・「GIGAスクール構想の下での校務 DXチェックリスト」を活用し、教職員と児童生 

徒間及び教職員と保護者間の連絡等などのデジタル化、並びに校内のデジタル化 
を推進し、校務を効率化する。 

 ・チーム担任制を推進し、諸課題を一人の教職員に抱え込ませない校内支援体制づ 
くりに努める。 

 
６ 関連する取組、今後のフォローアップについて 
 ・取組の着実な実行を図るため、市内小中学校の教育職員の在校等時間の状況を把 

握し、南アルプス市の HP で公表するとともに、定例の教育委員会及び総合教育 
会議において報告することとする。 

・各学校の在校等時間の状況ならびに持ち帰り業務の状況を、市教育委員会が毎月 
確認し、具体的措置の取組状況などについて、市内の校長会（２２校会）の場で 
報告する。 

・南アルプス市多忙化防止対策委員会で働き方改革の進捗状況や市内小中学校の取 
組み等を共有し、よりよい改善を図る 

・市教育委員会において、各学校の状況を確認し、本計画の内容に照らして課題が 
 みられるときは、当該学校に聞き取り・指導等を実施する。特に、時間外在校等 
時間が長時間となっている教育職員がいる学校や、業務の持ち帰りや休憩時間の 
確保が課題となっている学校に対しては、当該年度中にも速やかに状況が改善さ 
れることを目指し、当該学校に対する個別の支援・指導を実施する。 

・諸団体が各学校へ配付を希望するチラシ等については、必ず市教育委員会を経由 
し、教育委員会が定めたルールに従って配付するよう徹底する。また配付する場

合はあらかじめ学校ごと、クラスごとに配付枚数を仕分けし、各学校の負担を減
らすよう周知する。 

・長期休業中の児童生徒の作品募集依頼に関わっては、選考方法や取りまとめを学 
校に任せることがないよう、県とともに関係諸団体への働きかけを行う。 


